
第３３期
事 業 報 告 書
平成15年4月1日から平成16年3月31日まで



　株主の皆様にはますますご清栄のこととお慶び申しあげます。 

　さて、当社は平成１６年３月３１日をもって第３３期を終了いたし

ましたので、ここに営業の概要をご報告申しあげます。 

 

　当期におけるわが国経済は、中国や米国への輸出及び企業の

設備投資拡大などに支えられて景気回復に向けた動きがみられ

ました。また、企業収益の改善などを受け日経平均株価が1万

円台を回復するなど企業の業況観にも明るさがみられましたが、

個人消費はデジタル家電など一部商品が売上好調だったものの、

冷夏や食材に対する不安により総じて横ばいで推移しました。 

　当社の事業に関連する住宅業界におきましては、ローン減税

の適用期限や長期金利上昇の予測をにらんだ駆け込み需要があり、

今年度の新設住宅着工戸数が１１７万戸と前年度を上回りました

ものの、建設業界におきましては公共投資の抑制などで依然と

して厳しい状況で推移いたしました。 

　このような環境のなか、当社の主な業況は以下のとおりです。

住器部門では住宅用建材製品の住宅メーカーへの販売を強化し、

また、カーテンなどインテリア商品を新規投入することによっ

て売上高の増加を図りました。オフィス・建設部門では特に病

院や老人保健施設、官公庁への営業に注力いたしました。また、

リース部門では各種イベント向けや官公庁向け備品レンタル事

業の営業強化に努めました。 

　以上のような諸施策を講じてまいりましたが、リース部門（主

に備品レンタル事業）の価格競争の激化に伴う売上高の減少及

び原価率の悪化などにより、当期の売上高は３８４億７０百万円（前

期比０.６％増）と微増になりましたが、利益につきましては、経

常利益７億７４百万円（前期比１９.１％減）、当期純利益は４億１０

百万円（前期は特別損失として退職給付未認識差異の一括償却 

株主の皆様へ 

1



ほか、４１億６６百万円を計上したため、１８億８０百万円の当期純

損失）となりました。 

　今後の経済情勢は、引き続き輸出と設備投資を中心に景気回

復局面が持続するとみられますが、円高の進行により輸出が減

速する懸念もあります。また、デフレが長期化し、失業率も高

止まりするなかで個人消費の本格的回復は期待できないと思わ

れます。 

　このようななかで、当社は、４月１日付で組織の見直しを行

っており、オフィス・業務用家具の販売を主とするオフィスシ

ステム事業部と建設事業部を統合しスペースシステム事業部と

改め、経営体制の強化を図ります。また、技術本部内の商品開

発部、品質管理部をそれぞれ商品開発本部、生産品質管理本部

とし各部門の機能を強化します。さらに、新人事制度に基づく

成果主義に徹し意識高揚を図るなど全社一体となり経営体制の

強化に努めてまいる所存でございます。 

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援、ご鞭

撻を賜りますようお願い申しあげます。 

　平成１６年６月 

 

代表取締役社長　伊　藤　建　史 

2



●営業成績及び財産の状況の推移 
当期及び過去３年間の業績は下記のとおりであります。 

売上高、当期純利益（純損失△）、総資産、純資産の金額は千
円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
１株当たり当期純利益（純損失△）は、期中平均株式数で除し、
銭未満を切り捨てて表示しております。 
第３１期の「当期純利益」の減少は、主として投資有価証券評価
損によるものであります。 
第３２期の「当期純損失」の計上は、主として投資有価証券評価
損及び退職給付未認識差異の一括償却によるものであります。 

（注） １. 
 
２. 
 
３. 
 
４.

オフィス・ 
建設部門 
4,557百万円 
（11.8％） 

不動産賃貸 
4,996百万円 
（13.0％） 

その他 
722百万円 
（1.9％） 

リース部門 
7,337百万円 
（19.1％） 

住器部門 
20,856百万円 
（54.2％） 

●部門別売上高 

区　分 

売上高（千円） 

当期純利益（純損失△） 
（千円） 

総資産（千円） 

純資産（千円） 

１株 当たり 
当期純利益（純損失△） 

（円） 

３８,４７０,２６１ 

４１０,６０９ 

１６.６８ 

３５,６８６,３６２ 

２１,３９７,２３６ 

  第３３期（当期） 
（平成１５年度） 

３８,２３２,８０１ 

△１,８８０,２７０ 

△　　７４.３３ 

３５,６４３,７９０ 

２０,２６８,７７５ 

  第３２期 
（平成１４年度） 

３５,２４５,３２１ 

４６３,０７１ 

１８.３０ 

３４,１２５,４８９ 

２２,８６２,５３１ 

  第３０期 
（平成１２年度） 

３６,７８０,７２６ 

１１,０００ 

０.４３ 

３４,０６３,７５３ 

２２,６６７,８２０ 

  第３１期 
（平成１３年度） 
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貸借対照表 （平成１６年３月３１日現在） 
（単位：千円） 

（注）  １.　記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
　　  ２.　重要な会計方針等の注記は損益計算書の次にまとめて記載してお 
　　　　 ります。 

科　　　　目 金　　額 科　　　　目 金　　額 

資 産 合 計  負債・資本合計 

負　債　合　計 

流 動 資 産 

固 定 資 産 
　有形固定資産 

　無形固定資産 
　投資その他資産 

　 社 用 資 産 

　 貸 与 資 産 

現金及び預金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
商 品 
製 品 

仕 掛 品 
原 材 料 

貯 蔵 品 
前 払 費 用 

そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

建 物 
構 築 物 
機 械 装 置 
車 両 運 搬 具 
工具器具備品 
土 地 

リース用 機 器 
賃貸用不動産 

投資有価証券 

敷 金 
差 入 保 証 金 

長期前払費用 

そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

（ 資 産 の 部 ） 
流 動 負 債 

固 定 負 債 

資 本 金 

土地再評価差額金 
株式等評価差額金 
自 己 株 式 

任 意 積 立 金 

当期未処分利益 

買 掛 金 
未 払 金 
未 払 費 用 
前 受 金 
預 り 金 

退職給付引当金 
長 期 預 り 金 

資 本 準 備 金 

利益剰余金 

圧縮記帳積立金 

資本準備金減少差益 

別 途 積 立 金 

（ 負 債 の 部 ） 

（ 資 本 の 部 ） 

資 本 剰 余 金 

その他資本剰余金 

繰延税金資産 

繰延税金資産 

資　本　合　計 

賞 与 引 当 金 

３５,６８６,３６２ ３５,６８６,３６２ 

１４,２８９,１２５ 

１５,８０９,８１６ ８,７２２,２９４ 
６,５４２,０４３ 
６２,２１９ 
３１９,５６４ 
５５５,００６ 
８７６,４４６ 

５,５６６,８３０ 
４,０２０,０４１ 
１,５４６,７８９ 

４,３４５,８４３ 
５,３２８,３６４ 
１,１００,０００ 
４,２２８,３６４ 
４,２２８,３６４ 

９,８３８,０６０ 
３８,０６０ 

９,８００,０００ 
８８５,０７２ 

△　  １０６,５７８ 
１,５６２,０２６ 

６,６０５,８７５ 
１,３０６,９２３ 
６,２０３,３６４ 
２１８,３４６ 
４２０,６４４ 

５,２９５ 
４６７,２４２ 

１６,４１４ 
１９９,２６２ 
２４８,８１７ 
１５５,９３２ 

△　　３８,３０２ 

１０,７２３,１３３ 

△　  ４５５,５５２ 

１９,８７６,５４５ 
１２,４１０,２７６ 
３,９５８,２０９ 
８４０,２０９ 
５８,９７９ 
２４７,２６３ 

８４３ 
１２５,７３２ 
２,６８５,１８０ 
８,４５２,０６７ 
１,４９５,４７３ 
６,９５６,５９３ 
２６,７１２ 

７,４３９,５５５ 
４,７６９,３０１ 

５７０,１２４ 
５９,３６７ 

１,６１１,８５０ 

１２０,１２７ 

３２８,６５４ 
△　　１９,８６９ 

２１,３９７,２３６ 

３６７,０１４ 

4



損益計算書 
平成１５年４月１日から 
平成１６年３月３１日まで 

（単位：千円） 

（　　　　　 ） 

（注）  １.　記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
　　  ２.　重要な会計方針等の注記は損益計算書の次にまとめて記載してお 
　　　　 ります。 

経

常

損

益

の

部

 

特
別
損
益
の
部 

営

業

損

益

の

部

 

営

業

外

損

益

の

部

 

営 業 収 益  

売 上 高  

営 業 外 収 益  

営 業 外 費 用  

特 別 利 益  

受取利息・配当金 

その他の営業外収益 

支 払 利 息  

その他の営業外費用 

投資有価証券売却益 

営 業 費 用  

営 業 利 益  

経 常 利 益  

税 引 前 当 期 純 利 益  

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額  

当 期 純 利 益  

前 期 繰 越 利 益  

当 期 未 処 分 利 益  

売 上 原 価  

販売費及び一般管理費 

区　分 科　　　　　　目 金　　　　　 　　額 

３５,９３１ 

２９,８０６ 

７ 

４,８４７ 

７７４,７９３ 

７,６００ ７,６００ 

７７４,６０９ 

２０７,０００ 

１５７,０００ 

４１０,６０９ 

１８,８６３ 

利 益 準 備 金 取 崩 額  ４５５,６００ 

８８５,０７２ 

３８,４７０,２６１ 

３１,２１３,７２６ 

６,５４２,６２５ 

６５,７３８ 

４,８５４ 

 

３６４,０００ 

３８,４７０,２６１ 

３７,７５６,３５２ 

７１３,９０９ 

特 別 損 失  

ゴルフ会員権売却損 

ゴルフ会員権評価損 

７,７８４ １,３８４ 

６,４００ 
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（注記事項） 
１.　重要な会計方針 
　 （１）有価証券の評価基準及び評価方法 
　　　　　その他有価証券　　　　　　　　　時価のあるもの 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法      
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部資本直入法により
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　処理し、売却原価は移動平均法によ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り算定） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　時価のないもの 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　移動平均法に基づく原価法 
　 （２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 
　　　　　商品・製品・仕掛品・原材料　　　総平均法に基づく原価法 
　　　　　貯蔵品　　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法に基づく原価法 
　 （３）固定資産の減価償却の方法 
　　　　　賃貸用不動産　　　　　　　　　　賃貸借契約期間（主に４年・１５年及び２０
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年）に基づく定額法 
　　　　　リース用機器　　　　　　　　　　定額法（主な耐用年数５年～１０年） 
　　　　　その他の有形固定資産　　　　　　定率法 
　　　　　　ただし、１０万円以上２０万円未満の少額減価償却資産については３年間で均
　　　　　　等償却しております。また、平成１１年４月１日以降取得建物（建物附属設
　　　　　　備は除く）の減価償却の方法については、定額法を採用しております。 
　　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
　　　　　　　　    建　　　　物　　　３１～３８年 
　　　　　　　　    機 械 装 置 　　 １０～１３年 
　　　　　　　　    工具器具備品　　　２～１０年 
　 （４）引当金の計上方法 
　　　　　貸倒引当金　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい
　　　　　　　　　　　　　　　ては貸倒実績率法により、貸倒懸念債権及び破産更生
　　　　　　　　　　　　　　　債権等については財務内容評価法により、回収不能見
　　　　　　　　　　　　　　　込額を計上しております。 
　　　　　賞与引当金　　　　　従業員の賞与の支給に充当するため、当期に負担すべ
　　　　　　　　　　　　　　　き支給見込額を計上しております。 
　　　　　退職給付引当金　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職
　　　　　　　　　　　　　　　給付債務及び年金資産に基づき、当期末において発生
　　　　　　　　　　　　　　　していると認められる額を計上しております。なお、
　　　　　　　　　　　　　　　会計基準変更時差異、数理計算上の差異及び過去勤務
　　　　　　　　　　　　　　　債務は、発生年度に一括処理する方針としております。 
 　（５）リース取引の処理方法 
　　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・
　　　　　リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ
　　　　　ております。 
 　（６）消費税等の会計処理 
　　　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
 　（７）会計方針の変更 
　　　　　リース用機器の減価償却方法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　　　　　固定資産の減損に係る会計基準 

リース用機器の減価償却方法については、従来、定率法によっていましたが、
当期より定額法に変更しました。これは、リース部門における売上高がリ
ース料総額をリース期間で均等按分して計上されるのに対応し、リース用
機器の費用配分額も均等化することにより、より収益に対応した費用の期
間配分を適正化するために行ったものであります。なお、この変更は、当
期より原価管理をより適切に行うことができる新しいシステムへの変更を
進めており、また、リース部門において販売拡大のため新規事業を開始し
たことを契機に行ったものです。この変更により、従来の方法によった場
合に比べ、売上原価は１８３,６８４千円少なく、営業利益、経常利益及び税引
前当期純利益は、それぞれ同額多く計上されています。 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定
に関する意見書」（企業会計審議会平成１４年８月９日））及び「固定資産
の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号　平成
１５年１０月３１日）が平成１６年３月３１日に終了する事業年度に係る財務諸表
から適用できることになったことに伴い、当期より適用しています。なお、
これによる影響はありません。 
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４.　税効果会計関係 
　 （１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
　　　　（繰延税金資産） 
　　　　　　た な 卸 資 産 評 価 損 　　　　 　　　　　 ７０,８２１千円 
　　　　　　減　　価　　償　　却　　費　　　　　　　　　１,１０４,０３０千円 
　　　　　　退　職　給　付　引　当　金　　　　　　　　　１,５７４,９０２千円 
　　　　　　賞　　与　　引　　当　　金　　　　　　　　　   １４９,００７千円 
　　　　　　そ　　　　　の　　　　　他　　　　　　　　　　 ５３,６９５千円 
　　　　繰　延　税　金　資　産　合　計　　　　　　　　　２,９５２,４５７千円 
　　　　（繰延税金負債） 
　　　　　　株 式 等 評 価 差 額 金 　　　　　   　 △１,０６７,６４７千円 
　　　　　　圧　縮　記　帳　積　立　金　　　　　   　　△　  ２４,１４１千円 
　　　　繰　延　税　金　負　債　合　計　　　　　   　　△１,０９１,７８９千円 
　　　　繰 延 税 金 資 産 の 純 額 　　　　 　　　　１,８６０,６６７千円 
　 （２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった
　　　　主な項目別の内訳 
　　　　法定実効税率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     ４２.０％ 
　　　　（調　　　　整） 
　　　　　　受取配当金等一時差異ではない項目　　　　　　 △       ０.５％ 
　　　　　　住　　民　　税　　均　　等　　割　　　　　　 　   　５.６％ 
　　　　　　そ の 他  △　  ０.１％ 
　　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率　　　　　　 　　　４７.０％ 
 
５.　退職給付関係 
　 （１）採用している退職給付制度の概要 
　　　　　　当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度と大和ハウス工業厚生年
　　　　　　金基金制度を併用しております。 
　 （２）退職給付債務に関する事項（平成１６年３月３１日現在） 
　　　　　　退職給付債務　　　　　　　　　　　　　　△　７,０９６,１６９千円 
　　　　　　年金資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　３,０７６,１２８千円 
　　　　　　退職給付引当金　　　　　　　　　　　　　△　４,０２０,０４１千円 
　 （３）退職給付費用に関する事項（平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで） 
　　　　　　勤務費用　　　　　　　　　　　　　　　   　　　３５２,４３６千円 
　　　　　　利息費用　　　　　　　　　　　　　　　   　　　１６３,７６３千円 
　　　　　　数理計算上の差異の費用処理額　　　　   　△　　１８７,１９１千円 
　　　　　　退職給付費用　　　　    　　　　　　　　　　　　３２９,００７千円 
 

３.　損益計算書注記 
　 （１）1株当たりの当期純利益（期中平均株式数による）　　　　　　　　１６円６８銭 

 

２.　貸借対照表注記 
　 （１）有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　  　　１３,１７７,７４４千円 
　　　　（内、貸与資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　  　 １０,４２６,３６１千円） 
　 （２）貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用しているコンピ
　　　　ューター及び乗用車等があります。 
　 （３）受取手形裏書譲渡高　　　　　　　　　　　　　　　　           　 １８４,８６０千円 
　 （４）商法施行規則第１２４条第３号に規定する資産に時価を付したことにより増加した
　　　　純資産額は１,４５５,４４８千円であります。 
　 （５）土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）及び土地の再
　　　　評価に関する法律の一部を改正する法律（平成１３年３月３１日公布法律第１９号）
　　　　に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額
　　　　に係る税金相当額について回収可能性を勘案した上で控除し、「土地再評価差
　　　　額金」として資本の部に計上しております。 
　　　　再評価の方法 
　　　　土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条
　　　　第４号に定める地価税法（平成３年法律第６９号）第１６条に規定する地価税の課
　　　　税価格の計算の基礎となる土地の価額を算出するために国税庁長官が定めて公
　　　　表した方法により算出した価額に合理的調整を行って算定しております。 
　　　　　再評価を行った年月日　　　　　　　　   平成１４年３月３１日 
　　　　　再評価を行った土地の期末における 
　　　　　時価と再評価後の帳簿価額との差額　　　　　 ２７８,８５４千円 
　　　　 

　 （４）退職給付債務の計算の基礎に関する事項 
　　　　　　割引率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２.５％ 
　　　　　　期待運用収益率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０.０％ 
　　　　　　退職給付見込額の期間配分方法　　　　　　　　 期間定額基準 
　　　　　　数理計算上の差異の処理年数　　　　　　　発生年度一括処理 
　　　　（注）平成１６年４月１日を施行日として、退職一時金制度をポイント制退職金制
　　　　　　　度に改定しました。これによる影響額は算定中であります。 
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（単位：円） 

項　　　　　　　　　目 

（１株 に つ き１３ 円） 

金　　　　　　　　　額 

当 期 未 処 分 利 益  

８８７,８１２,５５９ 

７５,６０４,１１７ 

２,７４０,３８９ 

８８５,０７２,１７０ 

圧縮記帳積立金取崩高  ２,７４０,３８９ 

合 計  

これを次のとおり処分いたします 

利 益 配 当 金  ３１２,２０８,４４２ 

８１２,２０８,４４２ 別 途 積 立 金  ５００,０００,０００ 

次 期 繰 越 利 益  

利益処分 

役　員 （平成１６年６月２５日現在） 
代表取締役会長

代表取締役社長 

常 務 取 締 役  

常 務 取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

常 勤 監 査 役  

監 査 役  

監 査 役  

※ 

※ 

樋 口 武 男  
伊 藤 建 史  
増 村 勝 實  
上 村 脩 司  
中 釜 公 憲  
横 竹 正 美
橋 本 周 司  
西 田 邦 夫  
平 田 　 博  
岸 下 清 則  
木 下 大 洋  
高 松 良 和  
船 津 光 男  
　 田 次 男  

※は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する
法律」第１８条第１項に定める社外監査役であります。 

（注） 
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株式の状況 

●株式の分布状況 

（平成１６年３月３１日現在） 

●会社が発行する株式の総数 ８０,０００,０００株 

●発行済株式総数 ２５,３００,０００株 

●当期末株主数 １,９９７名 

●大株主 

株　　   主   　　名 持　株　数 議決権比率  

大和ハウス工業株式会社 １１,７３２  千株 ４９.１  %

１,８６７ 

６２０ 

６２０ 

１,０５５ 

５５６ 

４３３ 

７.８ 

２.５ 

２.５ 

４.４ 

２.３ 

１.８ 

大和工商リース株式会社 

株式会社 U F J 銀 行 

株式会社　三井住友銀行  

株式会社 みずほコーポレート銀行 

石 橋 茂 夫  

ダイワラクダ工業従業員持株会 

（注）  １.　持株数は千株未満の端数を切り捨てて表示しております。 
　　  ２.　議決権比率は小数点第２位以下を切り捨てて表示しております。 
　　  ３.　当社は、自己株式（商法第２１０条の規定による定時株主総会の決議に基 
　　　　 づき取得した株式１,２７０千株を含む。）１,２８３千株を保有しております。 
　　　　　なお、当該株式は、商法第２４１条第２項の規定により議決権を有しません。 

事業法人その他の法人  111名 
14,428,112株 
（57.0%） 

 
7,612,236株 
（30.1%） 

25,300,000株（100%） 

所有者別 

金融機関  14名 
3,132,000株 
（12.4%） 

外国人  4名 
113,000株 
（0.4%） 

証券会社  9名 
14,652株 
（0.1%） 

個人･その他  1,859名 

　普通株式 

　普通株式　 
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会社の概要 （平成１６年３月３１日現在） 
●社名　　　　　　　　ダイワラクダ工業株式会社 
　　　　　　　　　　　DAIWA RAKUDA INDUSTRY CO.,LTD. 
●設立年月日　　　　　昭和４６年４月１日 
●資本金　　　　　　　４３億４,５８４万３,３２０円 
●従業員数　　　　　　５５６名 
●事業内容 

●事業所　　　（平成１６年６月２５日現在） 
〔本　　　　社〕 
 
〔東　京　支　店〕 
 
〔東　北　支　店〕 
 
〔北 関 東 支 店〕 
 
〔千　葉　支　店〕 
 
〔横　浜　支　店〕 
 
〔名 古 屋 支 店〕 
 
〔神　戸　支　店〕 
 
〔広　島　支　店〕 
 
〔四　国　支　店〕 
 
〔福　岡　支　店〕 
 
〔 営 業 所 〕  
 
〔三 重 工 場〕 
 
〔つ く ば 工 場〕 
 

大阪市西区阿波座一丁目５番１６号 
 
東京都千代田区飯田橋三丁目１３番１号 
 
仙台市太白区柳生二丁目２番３号 
 
さいたま市大宮区大成町三丁目３２５番地の１ 
 
千葉市緑区おゆみ野三丁目２４番地２ 
 
横浜市戸塚区品濃町５４９番地２ 
 
名古屋市中村区名駅五丁目７番３０号 
 
神戸市中央区御幸通四丁目１番１号 
 
広島市西区楠木町三丁目１番４０号 
 
高松市勅使町２２７番地 
 
福岡市博多区博多駅東三丁目１３番２８号 
 
全国１７ヵ所 
 
三重県三重郡菰野町大字竹成字弥八１２６３番地の３ 
 
茨城県真壁郡関城町大字舟生字下木有戸１５３０ 

部　　門 内　　　　　　　　　　　容 

住 器 部 門  

オ フィス・  
建 設 部 門  

リ ース部門  

そ の 他  

住宅設備機器、住宅用金属建材、各種建築資材の製造・
施工・販売 
インテリアコーディネイト及び内装、インテリア商品の
設計・施工・販売 

オフィス・業務用家具の製造・販売 
オフィス・店舗等のトータルコーディネイト、リフォーム 
建築・内装工事の請負 

事務用機器、備品、空調機器、電気製品等のレンタル、
リース 

損害保険及び生命保険の募集代理業務他 

不 動産賃貸  住宅展示場等不動産の賃貸 
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株主メモ
決 算 期

定時株主総会

基 準 日
定時株主総会
利益配当金
そ の 他

1単元の株式の数

株式の名義書換
名義書換代理人

同事務取扱場所

電話お問合せ
郵便物送付先

同 取 次 所

公告掲載新聞※

上場証券取引所

毎年3月31日

毎年決算期日より3か月以内

3月31日
3月31日
中間配当その他必要があるときは、予め
公告する一定の日

1,000株

東 京 都 港 区 芝 三 丁 目 3 3 番 1 号
中 央 三 井 信 託 銀 行 株 式 会 社

東 京 都 港 区 芝 三 丁 目 3 3 番 1 号
中央三井信託銀行株式会社　本店

東京都杉並区和泉二丁目８番 4号
中央三井信託銀行株式会社　証券代行部
電　話　03（3323）7111（大代表）

中央三井信託銀行株式会社　全国各支店
日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

大阪市において発行する日本経済新聞

大阪証券取引所（市場第二部）

（ ）

※貸借対照表及び損益計算書は、当社ホームページ上でご覧頂けます。
http://www.daiwarakuda.co.jp/ir/kessan.html


